
（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1118 (H.22)No. 1118

事務事業名 交通安全対策事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

事業コード 382501

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

交通安全対策事業

小 施 策 交通安全の推進 土木管理費 （小事業名）

重点施策コード 交通対策費 交通安全対策事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

季節ごとに実施される交通安全運動における啓発活動や、保護者会等を対象と
した交通安全研修会、及び生活安全推進協議会交通安全部会に関する事務等
を行う。

交通安全に係る啓発活動の継続的な実施や参加・体
験型研修の推進等により、市民の交通安全意識の向
上、交通事故防止を図る。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

□各季の交通安全運動にお
ける啓発活動の実施、交通安
全保護者の会・幼児交通安全
クラブの代表者等を対象とし
た交通安全指導者研修会及
び各地域における交通安全
研修会の開催等。
□交通安全啓発用物品等購
入、交通安全啓発チラシ等印
刷(385千円)

□各季の交通安全運動にお
ける啓発活動の実施、交通安
全保護者の会・幼児交通安全
クラブの代表者等を対象とし
た交通安全指導者研修会及
び各地域における交通安全
研修会の開催等。
□交通安全啓発用物品等購
入、交通安全啓発チラシ等印
刷(372千円)

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

□交通安全啓発
用物品等購入、交
通安全啓発チラシ
等印刷

□交通安全啓発
用物品等購入、交
通安全啓発チラシ
等印刷

□交通安全啓発
用物品等購入、交
通安全啓発チラシ
等印刷

372千円 322千円385千円 322千円①直接事業費 372千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（繰入金） 385 372

県支出金

地方債

322 372 322

一般財源 (0) 0 0 0 0 0

職員 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人

臨時職員等

(0千円) 2,920千円 2,920千円 2,920千円 2,920千円 2,920千円

3,242千円 3,292千円 3,242千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 3,305千円 3,292千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

交通人身事故の発生件数 人
- - - - 410

実績 432 429 417

-
活動指標

目標
交通安全の啓蒙活動 回

14

実績 9 12 12

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

交通事故を防止するべく、今後も引き続き啓発活動を推進し、広く市民に交通安全思想の普及・浸透を図る。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

名張市において、交通死亡事故は平成2１年は5件、平成22
年は3件発生し、平成23年は現j時点で発生していない状況。
今後も交通事故を防止するべく、引き続き啓発活動を推進
し、広く市民に交通安全思想の普及・浸透を図る。

交通安全施設の整備など行政と市民の連携による交通安全対
策の取組が求められている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

イベント・行事等の共催 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

様々な手法や先進事例等を研究し、
有効性を高めるための検討を行う。検討の余地がある

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

交通事故を防止するためには、今後も引き続き啓発活動を推進し、くり返し、広く市民に
交通安全思想の普及・浸透を図る必要がある。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

15

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1119 (H.22)No. 1119

事務事業名 公共交通対策事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

事業コード 382001

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

公共交通対策事業

小 施 策 公共交通の充実 土木管理費 （小事業名）

重点施策コード4-4.コミュニティ交通の充実 交通対策費 公共交通対策事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

交通不便地域において地域コミュニティバス事業等の導入、推進を図る
とともに、コミュニティバス「ナッキー号」と「あららぎ号」の運行を行う。

交通不便地域の解消や、自家用車やバイクなど
の移動手段を持たない交通移動不便者の移動
手段の確保を推進し、だれもが不自由なく移動
できる持続可能な交通システムの構築を目指
す。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

□報償費（地域公共交通会議
報償費ほか）86千円　□旅費
（運輸局出張等）15千円　□
需用費（あららぎ号等消耗品、
あららぎ号点検・タイヤ交換
等）402千円　□役務費（あら
らぎ号任意保険料、郵便料）
124千円　□委託料14,957千
円（あららぎ号運行委託料
2,796千円、ナッキー号運行委
託料12,161千円）　□原材料
費（コミュニティバス停留所看
板材料）0千円

□報償費（地域公共交通会議
４回・１２人報酬ほか）392千円
□旅費（運輸局出張等）17千
円　□需用費（あららぎ号等消
耗品、あららぎ号点検・タイヤ
交換等）120千円　□役務費
（あららぎ号任意保険料、郵便
料）180千円　□委託料19,275
千円（あららぎ号運行委託料
2,775千円、ナッキー号運行委
託料16,500千円）　□原材料
費（コミュニティバス停留所看
板材料）24千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

　
□コミュニティバス
｢ナッキー号」と「あ
ららぎ号」の運行
委託　□地域公共
交通会議等の報
酬

□コミュニティバス
｢ナッキー号」と「あ
ららぎ号」の運行
委託　□地域公共
交通会議等の報
酬

□コミュニティバス
｢ナッキー号」と「あ
ららぎ号」の運行
委託　□地域公共
交通会議等の報
酬

20,353千円 20,353千円15,584千円 20,353千円①直接事業費 20,008千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（使用料、雑入）

1,100

541 5,020

県支出金 1,322

地方債

1,100 1,100 1,100

5,020 5,020 5,020

一般財源 (0) 13,721 13,888 14,233 14,233 14,233

職員 0.60人 0.60人 0.80人 0.80人 0.80人

臨時職員等

(0千円) 4,380千円 4,380千円 5,840千円 5,840千円 5,840千円

26,193千円 26,193千円 26,193千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 19,964千円 24,388千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

成果指標
目標 公共交通など市内の交通環境に満足してい

る市民の割合
％

- - - - 41.0

実績 39.4 40.3 40.8

-
活動指標

目標 コミュニティバス「ナッキー号」の１日平均乗降
客数

人
194

実績 185 187 184

- - -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

地域コミュニティ交通推進方針に基づき、関係地域における地域コミュニティバス等の導入、ナッキー号の料金
改定等についても検討を進める必要がある。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・市の高齢化率の推移（65歳以上の総人口に占める割合）平成20年
18.68％、平成30年20.15％（市推計）
・団塊の世代が定年を迎え、路線バスの利用が減少している。今後
地域でのコミュニティバスの関心が高まることが予想される。
・国においては、交通格差社会の進展を見据え、移動権の保障等を
根幹に交通基本法の制定が進められている。

高齢化により今後ますます増加する交通移動不便者の移動手段
確保に向けた取組が求められている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

委託[業務量の50％以上相当] 拡大推進

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

今後の国・県の動向を見守りながら、
補助制度等の活用を検討。検討の余地がある

委託先との役割分担を図りながら利
用促進のための取組について検討。検討の余地がある

特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

美旗地域、赤目地域においてコミュニティ交通を導入し交通不便地域の解消を図るた
め、それぞれの地域と連携を図りながら早期の実証運行を目指す。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

当市においては、今後急激に高齢化が進行し、運転免許を更新しないなど交通移動不
便者が増加することから、名張市地域コミュニティ交通推進方針に基づき、協働・連携に
よる効率的で利便性の高い新たな地域交通システムの構築を推進する。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

4

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 4,304千円 4,327千円

4,280千円 4,280千円

4,327千円 4,327千円 4,327千円

(0千円) 4,280千円 4,280千円 4,280千円

0.40人 0.40人 0.40人

臨時職員等 0.80人 0.80人 0.80人 0.80人 0.80人

職員 0.40人 0.40人

35 35 35

一般財源 (0) 0 12 12 12 12

県支出金

地方債

47千円①直接事業費 47千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（雑入） 24 35

47千円 47千円24千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

□自転車等放置
禁止区域路面表
示書替料１ヶ所
（委託料：15千円）
□鎖・ロープ・除草
剤等購入、自転車
等駐車対策用エ
フ、警告票等印刷
（需用費32千円）

□自転車等放置
禁止区域路面表
示書替料１ヶ所
（委託料：15千円）
□鎖・ロープ・除草
剤等購入、自転車
等駐車対策用エ
フ、警告票等印刷
（需用費32千円）

□自転車等放置
禁止区域路面表
示書替料１ヶ所
（委託料：15千円）
□鎖・ロープ・除草
剤等購入、自転車
等駐車対策用エ
フ、警告票等印刷
（需用費32千円）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

□自転車等放置禁止区域路
面表示書替料１ヶ所（委託料：
15千円）
□鎖・ロープ・除草剤等購入、
自転車等駐車対策用エフ、警
告票等印刷（需用費9千円）

□自転車等放置禁止区域路
面表示書替料１ヶ所（委託料：
15千円）
□鎖・ロープ・除草剤等購入、
自転車等駐車対策用エフ、警
告票等印刷（需用費32千円）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

近鉄4駅の自転車放置禁止区域内に放置されている自転車等への警告、撤去移
動等を行う。 　駅周辺における自転車等の放置を防止することに

より、通行機能を確保し、もって市民生活の安全を図
るとともに、良好な都市環境を保持する。

重点施策コード 交通対策費 自転車等駐車対策事業

自転車等駐車対策事業

小 施 策 交通対策の充実 土木管理費 （小事業名）

事業コード 383001

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 名張市自転車放置防止条例 特別及び企業会計、組合

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 施設等維持管理

1120 (H.22)No. 1120

事務事業名 自転車等駐車対策事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

889



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（事務改善）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

啓発活動の粘り強い推進が大切であるが、特に高校生に対する啓発が効果的であると
考えられるため、市内４高校と連携し啓発活動を行う。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

事業の継続的な実施により、放置自転車等の減少や市民のモラル向上など一定の成果
があったと考えられる。今後、地域づくり組織に事業を委託することで、地域にとってもよ
りよい環境の保全が図られる。

地域づくり組織等への委託を促進す
る。検討の余地がある

地域づくり組織等への委託を促進す
る。できる

地域づくり組織等への委託を促進す
る。できる

コミュニティバスの運行・美旗自転車
駐車場及び美旗駅周辺の放置自転
車等防止の業務を美旗まちづくり協
議会に運営を委託する。

検討の余地がある

委託[事業量の50％未満相当] 拡大推進

備考欄（工夫・改善等を記載）

 放置自転車等の撤去台数は、平成20年度209台、平成21年
度129台、平成22年度71台と減少している。事業の継続的な
実施により、市民のモラル向上など一定の成果はあったと考
える。しかし、放置自転車等が無くなるまで、今後も引き続き
事業を継続し啓発を行う必要がある。

放置自転車等により、駅周辺の通行機能や環境が著しく損ねら
れるとの意見がある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

考察及び今後
の対応方針

 平成4年度の自転車放置防止条例の制定以来、事業の継続的な実施により、市民のモラル向上など一定の成
果はあったと考えられる。しかし、自転車等の撤去件数は現在も年度により上下する状態にあり、引き続き事業
を継続し啓発を行う必要があると考える。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

実績

目標

- 198

実績 209 129 71

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

放置自転車等の台数（年間） 台
- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21

890



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

1

2 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 1,637千円 5,236千円

4,380千円 4,380千円

5,800千円 6,100千円 5,100千円

(0千円) 730千円 4,380千円 4,380千円

0.60人 0.60人 0.60人

臨時職員等

職員 0.10人 0.60人

36 36 36

一般財源 (0) 831 820 1,384 1,684 684

県支出金

地方債

1,420千円①直接事業費 856千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（雑収入） 76 36

1,720千円 720千円907千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

○都市計画審議
会の運営
○交通ＭＰの印刷
○関連図書購入
○負担金

○都市計画審議
会の運営
○都市計画図書
の印刷
○関連図書購入
○負担金

○都市計画審議
会の運営
○関連図書購入
○負担金

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

○印刷製本（都市ＭＰ）
印刷製本費：695,940円

○関連図書購入ほか　148千
円
・法令加除、参考図書
・緑化推進資材購入

○負担金
・三重県都市計画協議会会費
　25千円
・三重県緑化推進協会会費
　15千円
・日本さくらの会賛助会費
　10千円
・都市計画関係研修負担金
　 9千円　　　他

○都市計画審議会の運営
報酬：385千円
旅費：198千円
○関連図書購入ほか　150千円
・法令加除、参考図書
・緑化推進資材購入
○印刷製本費　　　30千円
○負担金
・三重県都市計画協議会会費
　18千円
・三重県緑化推進協会会費
　20千円
・中部地方都市美協議会会費
　30千円
・日本さくらの会賛助会費
　10千円
・都市計画関係研修負担金
　15千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

○名張市都市計画審議会の運営
○都市計画関連図書の購入
○都市計画協会会費　など

都市計画業務の円滑な推進

重点施策コード 都市計画総務費 都市計画総務一般経費

都市計画総務費

小 施 策 都市計画 都市計画費 （小事業名）

事業コード 410501

基本政策 魅力的な都市環境づくり 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 都市環境 土木費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

都市整備部 都市計画室 我山　博章 63-7764 施設等維持管理

1124-1 (H.22)No. 1124-1

事務事業名 都市計画総務一般経費
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

891



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

都市計画審議会に関わる事項については法令に定められているものであり、そのことに
より都市計画に関する手続きの公正が担保されている。したがってこのことについては
改善できる要素はないが負担金等については必要性を精査し関係機関に意見を述べて
いく。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していない（適当ではない）（→④へ）

考察及び今後
の対応方針

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

実績

目標

実績 8 15 5

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 都市計画法や都市計画制度などにかかる市

民へのPR回数
回

- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21

892



（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

19 25

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

1

2 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 9,699千円 10,257千円

8,760千円 0千円

12,265千円 8,865千円 0千円

(0千円) 8,760千円 7,300千円 8,760千円

1.20人 1.20人

臨時職員等

職員 1.20人 1.00人

一般財源 (0) 939 1,857 3,505 105 0

県支出金

地方債

3,505千円①直接事業費 2,957千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

105千円

1,100

939千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

パブリックコメント及
び住民説明会の実
施、景観計画の策
定、景観法に基づく
市計画（案）の策定：
景観計画運用ガイド
ラインの作成

景観連続講座の開
催

景観地区の都市計
画決定、景観条例の
制定及び住民説明

景観連続講座の開
催

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

市民アンケート調査等の実施及
び行為制限の検討
委託料：843千円

景観連続講座の開催
講師謝礼： 53千円
交通費： 33千円
　　　　　　　　　　　　　他

景観重要建造物及び樹木指
定方針の検討、景観重要公共
施設の整備に関する検討、景
観条例（案）の検討
委託料：2,800千円

景観連続講座の開催
講師謝礼：75千円
交通費：30千円
　　　　　　　　　　　　他

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

　良好な景観形成を行うべく本市独自の景観施策や景観まちづくりに取組み、景観
法に基づく名張市景観計画の策定や名張市景観条例を制定し、平成26年度からの
運用を目指す。

　名張市が持つ景観特性を活かしたまちづくりを進め
ることでまちの魅力や都市としての品格を高め、市民
が将来にわたって長く暮らし続けたい、また名張を訪
れた方がまた訪れたい、このまちに住んでみたいと思
えるまちを形成する。

重点施策コード 都市計画総務費 都市計画総務一般経費

都市計画総務費

小 施 策 景観形成 都市計画費 （小事業名）

事業コード 410501

基本政策 魅力的な都市環境づくり 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 都市環境 土木費

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 景観法 特別及び企業会計、組合

投資事業

都市整備部 都市計画室 我山　博章 63-7764 施設等維持管理

1124-3 (H.22)No. 1124-3

事務事業名
都市計画総務一般経費
（景観計画策定業務）

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

893



（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

継続（現行） 平成２６年度以降、景観行政団体として、
景観計画及び景観条例に基づき、建築行
為などに対する規制誘導や、形態意匠に
関する変更命令を行うこととなり、景観審
議会の運営も含めた執務体制が恒常的
に必要となる。
また、景観まちづくりの推進に向けては、
意識啓発及び担い手育成に関する取組を
計画策定後においても継続する必要があ
る。

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

地域づくり組織と連携して景観まちづくりの取組を進め、平成２６年度から景観法に基づく、
（仮）名張市景観計画、（仮）名張市景観条例の運用を目指す。

平成２３年度については、社会資本整
備総合交付金を活用検討。

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

地域ビジョンの策定など、地域のまち
づくり活動と連携を図り、地域の実情
に応じた景観まちづくりを促進する。検討の余地がある

景観連続講座への参加を促すことで、
景観まちづくりに対する市民意識の向
上を図る。検討の余地がある

都市計画道路及び用途地域の見直し
との整合を図り連携する。

できる

情報提供・情報交換 拡大推進

備考欄（工夫・改善等を記載）

三重県では、景観行政の中心的な役割を担う市町が、景観行政団体とし
て景観づくりに関する施策を実施できるよう支援しており、県内では既に
７市が景観行政団体となり、独自の景観計画を策定している。当市にお
いても地域特性を活かしたまちづくりの取組みなど、良質な地域コミュニ
ティの醸成や都市と地域の価値を高める取組みが進められている。

平成２２年度実施のアンケート結果によると、約半数の市民が景観に係る
制限の必要性を認識しており、その対象としては建物の高さや看板などに
ついて制限をかけるべきであるとの傾向が出ている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

考察及び今後
の対応方針

良好な景観形成の方向性を保全、活用、創出、継承とし、市民や事業者など多様な主体による景観形成事業への
参画及び協働により景観形成事業を推進していく。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

69.0

実績 65.5 72.0 71.4

- - - -
成果指標

目標 自分が住む地域における景観などの環境が良
好であると感じる市民の割合

％

- （延べ）300

実績 0 0 87

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 景観形成をテーマとするフォーラム等への参加

人数
人

- - -

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

22 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

2 款

2 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

1124-4 (H.22)No. 1124-4

事務事業名
都市計画総務一般経費
（総合交通マスタープラン策定業務）

事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

都市整備部 都市計画室 我山　博章 63-7764 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 道路整備 土木費

事業コード 410501

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

都市計画総務費

小 施 策 市内道路網の整備 都市計画費 （小事業名）

重点施策コード 都市計画総務費 都市計画総務一般経費

事業概要 めざす効果（事業目的）

　総合交通マスタープランでは、「名張市都市マスタープラン」が目指す集約連携型
都市の軸を担う交通について、①分散型の都市構造を維持した上で集約型の都市
並みに行政効率を高める視点、②高齢化が進む中で交通弱者の移動手段を確保す
る視点、③都市や地域の産業・観光・交流・にぎわいを支える視点、④環境に配慮し
た低炭素社会を実現する視点などから、その施策体系を整理し、道路整備やコミュ
ニティ交通といった個別の施策についてその有効性や優先度を検証し、合理的な役
割分担による将来交通体系を立案する。

　「集約連携型都市」を実現し、さまざまな移動対象者
が,それぞれの移動目的に応じて適切な移動手段を選
択できるといった、総合的な交通体系を構築する。
　機能的で快適な移動を支える総合的な交通体系を
立案し、質の高い暮らしの創造や日常生活における
利便性の向上、災害時における代替性の確保など、
安全で健やかな暮らしを支える都市交通の構築を目
指す。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・総合都市交通マスタープラン
策定業務委託
　8,131,200円

・都市計画アドバイザー謝礼
　30千円
                      他

・総合都市交通マスタープラン
策定業務委託
　7,010千円

・都市計画審議会小委員会等
の運営
報酬：　280千円
旅費：　 87千円
　　　　　　　　　　　　　他

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

2,700 2,300

8,170千円①直接事業費 7,407千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金

地方債

一般財源 (0) 5,470 5,107 0 0 0

職員 1.20人 1.10人

臨時職員等

(0千円) 8,760千円 8,030千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 16,930千円 15,437千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

成果指標
目標 公共交通など市内の交通環境に満足している

市民の割合
％

- - - 41.0

実績 39.4 40.3 40.8

-
活動指標

目標 コミュニティバス「ナッキー号」の１日平均乗降
客数

人
194

実績 185 187 184

- -

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

　コミュニティバス「ナッキー号」については、現在多くの市民に利用されている状況であり、今後の課題として更なる利便性の向
上や持続可能な運行に向けた適切な負担のあり方について検討を進める。
　一方、公共交通を中心とした都市交通機能の維持・充実については、総合交通マスタープランの中で「シビルミニマムの確保」、
「都市と地域の維持・発展」、「環境に配慮した持続可能な都市交通体系の構築」といった観点で検討を進める。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・少子高齢化、人口減少社会を迎えており、都市においては効率的で持
続可能な構造への転換が求められている。
・国においては、交通の機能の確保、環境負荷の低減、適切な役割分担
及び有機的かつ効率的な連携等による施策の推進、交通の安全確保を
根幹に交通基本法案が平成２３年３月に閣議決定されている。

・市民意識調査においては、高齢化、世帯構成の変化などに伴
い、将来の移動手段の確保等を不安視する意見が多くある。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 現時点で相手先は確定していない

事業協力 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

シビルミニマムを確保する観点から立案す
る公共交通の計画を受けて、重複する行
政サービスの見直しを検討する。検討の余地がある

公共交通機関や地域コミュニティ交通が担
う役割とそれぞれが達成すべき目標を定
め、適切な負担のあり方を検討する。検討の余地がある

公共交通機関や地域コミュニティ交通との
協働で、計画の実現に向けた具体的施策
について社会実験等により有効性を検討
する。

検討の余地がある

特記事項

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

目標を達成するための個別施策を立案する際、公共交通事業者、地域コミュニティ交通関係者などと協
働で計画を立案することにより、より実現性の高い計画づくりを目指すとともに、計画策定段階において
情報を提供することにより、多くの市民や事業者と行政の課題の共有化を図る。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など
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事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

○

23 25

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

1

1 款

1 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

(H.23)No. 1124-5 (H.22)No. -

事務事業名 都市計画総務一般経費（用途地域等見直し業務）
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先 投資事業

都市整備部 都市計画室 我山　博章 464 施設等維持管理

新・継 事業期間 根拠法令等 内部管理事務

新規 平成 年度～ 平成 年度 都市計画法 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分 事業コード 410501

基本政策 魅力的な都市環境づくり 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

施 策 土地利用 土木費 都市計画総務費

小 施 策 計画的な土地利用 都市計画費 （小事業名）

重点施策コード 都市計画総務費 都市計画総務一般経費

事業概要 めざす効果（事業目的）

「名張市都市マスタープラン」の方針に基づき、無秩序な開発を抑制し、まとまりの
ある市街地と集落の形成を目指し、既存の用途地域の見直しや拡大等に加え、
住環境の維持・保全の観点から、特定用途制限地域や地区計画制度など、地域
の実情に応じた土地利用規制を導入する。

「名張市都市マスタープラン」に掲げた集約連携型都
市の実現を目指し、秩序ある土地利用を促進するた
め、適切な土地利用規制・誘導を図ることを目的とす
る。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・現行用途地域見直し試案の
作成
・用途地域拡大試案の作成
・特定用途制限地域試案の作
成
・地区計画試案の作成

委託料：5,600千円

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

・現行用途地域見直
し素案の作成
・用途地域拡大素案
の作成
・特定用途制限地域
素案の作成
・地区計画素案の作
成
・PC等の実施

・都市計画図書の作
成（デジタル化含む）
・公聴会、説明会、
案の縦覧など都市
計画手続きの実施

①直接事業費 5,600千円 14,500千円 10,100千円

②概算人件費 (0千円) 0千円 8,030千円 14,600千円 14,600千円 0千円

人
工
数

職員

臨時職員等

1.10人 2.00人 2.00人

0千円 13,630千円 0千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

①+②総事業費 (0千円)

県支出金

地方債

その他（　　　）

14,500 10,100 0

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

一般財源 (0) 0 5,600

29,100千円 24,700千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

成果指標
目標 秩序ある土地利用が行われていると感じる市

民の割合
％

- - -

実績 47.5 49.4 52.1

成果指標
目標 自分が住む地域におけるまち並みなど景観や

環境が良好であると感じる市民の割合
％

実績 65.5 72.0 71.4

- - -

活動指標
目標 都市計画法や都市計画制度などにかかる市

民へのPR回数
回

実績 8 15 5

- - -

考察及び今後
の対応方針

都市計画法や都市計画制度などにかかる市民へのPRについて、平成21年度は総合計画とともに都市マスター
プランの素案について住民説明会を開催し周知に努めてきたが、今後用途地域指定の拡大・変更や都市計画道
路の見直しに向け、更なる取組が求められる。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・地方分権の推進、少子高齢化、人口減少などを背景に、都市計画法
の改正や都市計画制度の運用等が大きく変化している。
・本市においても人口が減少傾向に転じるなど、これまでの成長志向
からストックの活用など、成熟志向や質の向上といった考え方が求め
られている。

・用途地域無指定の大規模住宅地等への用途地域指定及び地区計画
の導入。
・土地利用の現況を踏まえた用途地域の見直し。
・他法令による土地利用規制との整合性の確保。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践していないが、今後可能性がある 地域づくり組織等

事業協力 今後、取組み予定

備考欄（工夫・改善等を記載）

都市計画制度の理解を深め円滑な業
務推進に努める。検討の余地がある

地域ビジョンの策定など、地域のまち
づくり活動と連携を図る。検討の余地がある

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

都市計画法に基づく手続きのみなら
ず、広く市民の意見を反映できる措置
を講じる。検討の余地がある

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

県が主体となって実施する、都市計画基礎調査のスケジュールとの整合を図り、作業効
率を高める。

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

都市計画法に基づく手続きのみならず、事務素案の段階などにおいて、地域懇談会やパ
ブリックコメントなど広く意見を反映できる措置を講じる。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

20

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

3065 (H.22)No. 3065

事務事業名 コミュニティバス運行補助金
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

継続 平成 年度～ 平成 年度 名張市地域コミュニティ交通運営事業費補助金交付要綱 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

事業コード 382003

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

公共交通対策事業

小 施 策 公共交通の充実 土木管理費 （小事業名）

重点施策コード4-4.コミュニティ交通の充実 交通対策費 コミュニティバス運行補助金

事業概要 めざす効果（事業目的）

地域コミュニティ交通推進方針に定める交通空白地域及び交通不便地域におい
て、地域住民によって組織された運行協議会が実施する地域コミュニティ交通運
営事業であって、交通事業者に運行委託を行う手法により実施される事業に対
し、運営費の補助を行う。

交通空白地域、交通不便地域における地域コミュニ
ティ交通の運営を支援し、自家用車やバイクなどの移
動手段を持たない交通移動不便者の移動手段を確
保する。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

コミュニティバス運行補助金
＠３００万円×３地域（錦生・
薦原・緑が丘）

コミュニティバス運行補助金
＠３００万円×３地域（錦生・
薦原・緑が丘）＋＠２５万円×
９ヶ月×１地域（美旗）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

コミュニティバス運
行補助金　＠３００
万円×４地域（錦
生・薦原・緑が丘・
美旗）

コミュニティバス運
行補助金　＠３００
万円×４地域（錦
生・薦原・緑が丘・
美旗）

コミュニティバス運
行補助金　＠３００
万円×４地域（錦
生・薦原・緑が丘・
美旗）

12,000千円 12,000千円9,269千円 12,000千円①直接事業費 11,250千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

県支出金 269

地方債

一般財源 (0) 9,000 11,250 12,000 12,000 12,000

職員 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人 0.40人

臨時職員等

(0千円) 2,920千円 2,920千円 2,920千円 2,920千円 2,920千円

14,920千円 14,920千円 14,920千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 12,189千円 14,170千円
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 コミュニティバス乗車人員数

　（ナッキー号、あららぎ号除く）
人

- - - - -

実績 10,823 16,892 16,172

目標

実績

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

当市においては、今後急激に高齢化が進行し、運転免許を更新しないなど交通移動不便者が増加すると考えら
れることから、名張市地域コミュニティ交通推進方針に基づき、交通空白地域・不便地域におけるコミュニティ交
通の運営を支援する。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

・市の高齢化率の推移（65歳以上の総人口に占める割合）平成20年18.68％、平成30年
20.15％（市推計）
・団塊の世代が定年を迎え、路線バスの利用が減少している。今後地域でのコミュニティバ
スの関心が高まることが予想される。
・国においては、交通の機能の確保、環境負荷の低減、適切な役割分担及び有機的かつ効
率的な連携等による施策の推進、交通の安全確保を根幹に交通基本法案が平成２３年３月
に閣議決定されている。

高齢化により今後ますます増加する交通移動不便者の移動手段
確保に向けた取組が求められている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している その他団体

実行委員会・協議会設置 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

今後の国・県の動向を見守りながら、
補助制度等の活用を検討。検討の余地がある

より事業の効率性を高めるよう地域に
働きかける。検討の余地がある

特記事項

継続（現行）

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

当市においては、今後急激に高齢化が進行し、交通移動不便者が増加することから、交
通空白地域・不便地域におけるコミュニティ交通の運営を支援する。また、より事業の効
率性を高めるよう地域に働きかけていく。
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

22 22

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 6,102千円 0千円

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

(0千円) 1,460千円 0千円 0千円

臨時職員等

職員 0.20人

一般財源 (0) 42 0 0 0 0

県支出金

地方債 4,600

①直接事業費

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

4,642千円

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

鉄道駅耐震補強事業費補助
4,643千円　<工事費概算
>27,853千円（内、国1/3、事業
者1/3、県・市で1/3)
<事業予定>平成２２年７月詳
細設計、１０月工事着手、平
成２３年３月整備完了。

平成２２年度事業完了

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

事業概要 めざす効果（事業目的）

近畿日本鉄道（株）が平成１９年度から実施している駅舎耐震事業について、平
成２２年度に名張駅西駅舎の耐震補強工事を近畿日本鉄道（株）、国、三重県、
名張市それぞれが事業費を負担して実施する。

名張駅西駅舎の耐震性を確保し、災害時の安全性を
高めることにより、円滑な移動手段を確保する。

重点施策コード 交通対策費 鉄道駅耐震補強事業

鉄道駅耐震補強事業

小 施 策 公共交通の充実 土木管理費 （小事業名）

事業コード 383201

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名
総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

根拠法令等 内部管理事務

平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 施設等維持管理

3066 (H.22)No. 3066

事務事業名 鉄道駅耐震補強事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

○ 補助金交付金

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間
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（平成23年7月作成）

５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法） 特記事項

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など

備考欄（工夫・改善等を記載）

・少子高齢化の進展や自動車中心の生活スタイルへの変化などによ
り、公共交通の利用者は年々減少している。
・国においては、交通の機能の確保、環境負荷の低減、適切な役割
分担及び有機的かつ効率的な連携等による施策の推進、交通の安
全確保を根幹に交通基本法案が平成２３年３月に閣議決定されてい
る。

今後発生が予想される大規模地震に備え、緊急人員輸送の拠点
等の機能を有する主要な鉄道駅について耐震補強の緊急的実
施を図る取組が求められている。

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

考察及び今後
の対応方針

近畿日本鉄道（株）では平成19年度からこの事業に取り組み、計画的に耐震補強事業を行ってきたが、平成22
年度事業として｢名張駅西駅舎」の耐震補強工事を行うこととなり、名張市に対して支援の要請がなされた。

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

実績

目標

実績

目標

- -

実績 - - 1 - -

H.22 H.23 H.24

活動指標
目標 耐震補強が必要な市内の近鉄駅舎のうち、

耐震補強工事が完了している駅舎の数
件

- - 1

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21
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（平成23年7月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）

23 23

１．事務事業の位置付け ２．予算区分

3

4

1 款

3 項

目

３．事務事業の概要

４．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

○

その他 （ ）

人
工
数

②概算人件費

①+②総事業費

(H.23)No.

担当部局名 担当室名 室長名 連絡先

新・継 事業期間

4066 (H.22)No. -

事務事業名 地域コミュニティバス購入事業
事
業
区
分

(

複
数
選
択
可

)

ソフト施策事業

扶助費

補助金交付金

投資事業

都市整備部 都市計画室 木平　雅和 63-7749 ○ 施設等維持管理

根拠法令等 内部管理事務

新規 平成 年度～ 平成 年度 特別及び企業会計、組合

総
合
計
画

政 策 人が行き交い活力あふれる、安全で快適な暮らし 会計区分

施 策 交通対策 土木費

事業コード 382101

基本政策 総合的な交通対策の推進 一般会計 （中事業名）※予算書事業名

地域コミュニティバス購入事業

小 施 策 公共交通の充実 土木管理費 （小事業名）

重点施策コード 交通対策費 地域コミュニティバス購入事業

事業概要 めざす効果（事業目的）

公共交通機関の空白地域における生活交通手段の確保と高齢者等交通弱者の
移動手段の確保を目的にコミュニティバスを運行しているが、「あららぎ号」につい
ては平成16年9月の運行開始から一台の車両で運行しており、すでに6年が経過
している。平成22年3月末までの走行距離は13万4千キロ余りで、年間3万5千キロ
程度走行するため、平成23年度末には20万キロを超えると予想され、現状では不
具合はないものの経年変化や車両の老朽化が進んでいると考えられるため、新
規車両を購入する。

老朽化した車両の更新により、乗客及び乗務員の安
全性や快適性の向上を図ることができ、継続的な運
行により高齢者のみならず誰もが安心して暮らすこと
のできるまちづくりをめざす。

平成22年度
（実績・決算見込）

平成23年度
(計画・作成時予算額)

現在の実施手法（複数選択可）

市が直接実施

主な事業の
実績・計画

[事業内容（事業量）・事業費] [事業内容（事業量）・事業費] 業務委託（全部・一部）により実施

・新規車両の購入（10人乗り
ワゴン車）

指定管理

補助金・交付金

平成24年度
（計画）

平成25年度
（計画）

平成26年度
（計画）

2,200

①直接事業費 4,124千円

財
源
内
訳

(

千
円

)

国庫支出金

その他（　　　）

600県支出金

地方債

一般財源 (0) 0 1,324 0 0 0

職員 0.20人

臨時職員等

(0千円) 0千円 1,460千円 0千円 0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

※概算人件費②は、人工数に便宜上、1人当たり年間平均人件費（市一般会計全体、共済費を含む額）を乗じた数値を記載しています。
※平成22年度の（　　）内の数値は、21年度からの繰越事業費で、外数で記載しています。
※企業会計の財源内訳の一般財源欄は、一般会計繰入金を記載しています。
※平成24年度以降の計画（内容及び総事業費）については、予定であり確定したものではありません。

(0千円) 0千円 5,584千円
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５．主な事業指標と成果

６．事業を取り巻く環境

７．担当室による点検 ［事務事業をより良く（最適化）するために］　

 ①協働等は実践していますか  ②協働等の主な相手先について

 ③協働等の主な形態について（現在および今後の可能性）  ④協働等の今後の取組について

(2)（現在の事業費の範囲で）効果を高める方法や工夫等を、さらに図ることができますか

(3)事業効果を一層高めるため、他の事務事業との連携や統合を図ることができますか

(4)新たな財源確保や事業に係る負担の見直し等を、さらに図ることができますか

(5)その他、有効性や効率性を高めるための工夫や取組を図ることができますか

８．今後の事務事業の方向（点検を踏まえた担当室による内部評価）

　総合評価（事業の展開方法）

事業指標名 単位
H.20

（現状値）
H.21 H.22 H.23 H.24

活動指標
目標

あららぎ号乗車人数【年間】 人
- - - - -

実績 7,746 6,704 6,735

目標

実績

目標

実績

考察及び今後
の対応方針

事業環境の今後の変化
（対象者やニーズ、法令・制度の改正等）

市民・事業関係者・団体等からのこれまでの主な意見

（1）協働の取組（「新しい公」の推進）

実践している 地域づくり組織等

実行委員会・協議会設置 継続実施

備考欄（工夫・改善等を記載）

現在の手法が妥当である

現在の手法が妥当であり、連携や統合は困難である

新たな財源確保や事業に係る負担の見直しは困難である

困難である

特記事項

平成23年度事業完了予定

（1）短期的な（平成23年度）事務事業の工夫・改善など

（2）「継続（現行）」の理由、中長期的な（平成24年度以降）事務事業の工夫・改善など
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